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[事実の概要]
　Aは、平成五年一二月一日にXから九二〇万円を借り受けるに当たり、貸金債務の担保として、AがBに対して現に有し、もしくは将来取得する売掛代金債権全部を、同債務の不履行を停止条件としてXに譲渡する旨、約束した。その際、XとAは、右停止条件が成就した場合には、あらかじめAから作成交付を受けた債権譲渡兼譲受通知書をXがAとの連名でBに送付することに合意した。

　Aは、平成五年一二月二〇日と二一日に手形の不渡を出して、銀行取引停止処分を受けるとともに、同月二〇日の弁済期にXに対して支払うべき貸金の返済を怠った。そこで、Xは、前記合意に基づき、平成五年一二月二一日に、Aとの連名による債権譲渡兼譲受通知書を内容証明郵便でBに発送し、この書面は同月二二日にBに到達した(本件譲渡通知)。

　他方、Y1は、平成五年一二月七日に、Aに一○○万円を貸し付け、Y2は、同月一〇日に、Aに三〇〇万円を貸し付けた。ここでも、AからBに対し、同じ代金債権をY1、Y2にそれぞれ譲渡した旨の通知が発せられたが、右各通知はいずれも、X、Aからの譲渡通知より遅れてBに到達した。

　このような状況下で、Bが債権者不確知を理由に代金額二九二万余円を供託したことから、XがY1、Y2を相手どり供託金還付請求権を有することの確認を求めたところ、Y1らは反訴を提起し、Xに対し本件譲渡通知につき詐害行為による取消を求めた。

　第一審では、Xの請求が棄却され、Y側の反訴請求が認容された。控訴審において、,Xは、あらたに次のように主張した。すなわち、「債権譲渡における譲渡通知は、指名債権譲渡の対抗要件を具備することを目的とする観念の通知に過ぎない。したがって、債権譲渡につき詐害行為の成否を問題にする場合は、法律行為たる債権譲渡行為自体についてその要件の存否を判断すべきであって、単に対抗要件具備手続に過ぎない譲渡通知を判断の対象にすべきではない。不動産譲渡の対抗要件たる登記自体について詐害行為は成立しないとされている点を想起すべきである」。しかしながら、第二審もまた、Xの控訴を棄却した。そこでは、「不動産譲渡の対抗要件たる登記自体については、詐害行為が成立しないとされているが、これは登記申請行為が行政庁に対し一定の内容の行政行為を求める公法行為の色彩が強く、私法上も不動産上の権利又は権利変動について第三者に対する対抗要件を具備させる側面を有するに過ぎないものであることによる。これに対し、債権譲渡における債務者に対する通知は純然たる私法行為である上、債務者に対する関係では、債務者のする承諾と共に、債権者の変更を債務者に主張し得る必須の要件となるものであって、これによってはじめて当該債権が議渡人の責任財産から確定的に逸出することになるという意味において、第三者に対する関係で対抗要件を具備することになる以上の機能を持つものである。このように、登記と債権譲渡通知はその性質において異なるものがあるから、登記に関し詐害行為該当性が否定されるとしても、債権譲渡通知に関し前記の結論をとることの妨げにはならない」とされたのである。これに対して、Xが上告。最高裁第二小法廷は、裁判官全員一致の意見で原判決を破棄し、一審判決を取り消した上で、Xの請求を認容し、Y側の反訴請求を棄却した。
[判旨]

　「債務者が自己の第三者に対する債権を譲渡した場合において、債務者がこれについてした確定日付のある債権譲渡の通知は、詐害行為取消権行使の対象とならないと解するのが相当である。けだし、詐害行為取消権の対象となるのは、債務者の財産の減少を目的とする行為そのものであるところ、債権の譲渡行為とこれについての譲渡通知とはもとより別個の行為であって、後者は単にその時から初めて債権の移転を債務者その他の第三者に対抗し得る効果を生じさせるにずぎず、譲渡通知の時に右債権移転行為がされたこととなったり、債権移転の効果が生じたりするわけではなく、債権譲渡行為自体が詐害行為を構成しない場合には、これについてされた譲渡通知のみを切り離して詐害行為として取り扱い、これに対する詐害行為取消権の行使を認めることは相当とはいい難いからである(大審院大正六年(オ)第五三八号同年一〇月三〇日判決・民録二三輯一六ニ四頁、最高裁昭和五四年(オ)第七三〇号同五五年一月二四日第一小法廷判決・民集三四巻一号一一〇頁参照)。」
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